


































2018 年 5 月に登録の延期を勧告され、再度 2020
























                                                  
















































































































就航前の 2005 年時点では約 54 万人だったのが、
就航後は年々徐々に増加し、2017 年には過去最高

















と同時に、15 歳から 64 歳までの人口も 1955 年
以降から減少傾向にある。実際に、1955 年の























2014 年度の 1 人当たりの群内総生産額は実質で
約 300 万円、県内は 340 万円、全国は約 410 万
円である。同年度の 1 人当たりの群民所得は約
200 万円、県民所得は約 240 万円、国民所得は約



































 2001 2007 2014 
農業 15,028,179 16,185,531 13,352,510 
林業 312,257 253,806 287,057 
水産業 1,911,660 1,791,630 1,826,726 
鉱業 1,280,036 814,111 595,831 
製造業 12,216,797 15,944,180 10,720,018 
建設業 41,115,768 28,644,280 25,846,970 
電気・ガス・水道 9,361,139 8,39,129 6,790,842 
卸売・小売業 31,973,650 25,627,759 26,795,912 
金融・保険業 11,571,844 13,813,551 9,445,509 
不動産業 35,105,773 36,223,690 34,575,470 
運輸業 19,625,359 20,224,081 16,020,645 
情報通信業 11,972,426 11,193,371 12,596,041 
サービス業 75,937,982 76,071,283 75,183,267 






億円あったものが 2013 年には約 3,250 億円とな
り、約 400 億円も減少している（図 2 参照）。こ
こ 10 年間のデータからは、総生産額が相対的に
大きい産業は、建設業、卸売・小売業、サービス
業である（表 1 参照）。具体的には、2014 年度の
第 1 次産業の総生産額が約 155 億円で、そのうち
約 90% 近くを占めているのが農業、第 2 次産業
が約 260 億円で、そのうち約 70%を占めているの
が建設業で約 260 億円、第 3 次産業が約 2,700 億
円で、政府サービスが 30%で約 790 億円、サービ









ている（図 3 参照）。図 3 が示している通り、1970
年から 1980 年までは、第 1 次産業、第 2 次産業、
第 3 次産業の均衡がとれた構造であったが、2000
年以降は第 3次産業の就業者数の占める割合が大
きくなっている。1970 年の第 1 次産業の従業者
数は 25,468 人、第 2 次産業は 26,384 人、第 3 次
産業は 21,935 人であった。一方で、2015 年には、
第 1 次産業が 7,570 人、第 2 次産業が 7,163 人、
第 3 次産業が 35,689 人であり、第 1 次産業と第 2
次産業は 1970 年時と比べて 3 分の 1 に減少、第
3 次産業は約 1.6 倍に増加している（鹿児島県大
2017）。 






























して減少の一途を辿り、2017 年度には 4,402 反と










でもある。その移出額も 1975 年の約 14 億円から








サービスに就いている就業者数は 9,107 人で第 3
次産業就業者全体の約 25％以上、就業者数全体で
も 18％以上を占めている。次いで第 3 次産業のな
かで多いのは、卸売業・小売業が 6,997 人で第 3
次産業において 19％、公務が 4,133 人で 12％を
占めている。観光産業の飲食サービス・宿泊業は






28 万人、延べ宿泊客は約 34 万人であることから
考えても、入域客数に対して宿泊施設が少ないこ
とがわかる。実際に、以前に比べてハイシーズン
















































































奄美市の高校生が 370 名、無回答が 6 名、合計































































































































































































































候補地へ行ってみたいか はい 候補地へ行ってみたいか いいえ






























































































































































の計画は、2018 年 4 月から 2028 年 3 月までにノ
ネコの捕獲排除と発生源対策を行うものである。
すでに、共同で奄美大島ねこ対策協議会を設置、



















国費 県費 市町村費 その他 
定住促進 13,708,086,939 9,404,197,557 2,648,995,591 1,195,375,537 459,518,257 
交流拡大 2,267,879,703 811,873,383 394,156,245 609,695,413 497,154,662 
条件不利の改善 20,488,026,235 13,139,665,690 4,993,346,010 2,297,295,515 57,719,020 

































































































































                                                  
11 モントレー市はカリフォルニア州の北部・サンフラン
シスコから飛行機で 30 分のところに位置している現在人































ている（Tourism Department Manager’s Office 
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